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10
日
（
月
）
、
11
日
（
火
）

に
都
庁
職
に
よ
る
「
13
年
度
東

京
都
予
算
・
人
員
に
関
す
る
要

求
」
対
都
各
支
部
要
請
が
行
わ

れ
、
経
済
支
部
は
、
11
日
（
火
）

午
後
３
時
45
分
か
ら
４
時
15
分

ま
で
、
第
一
庁
舎
13
階
交
渉
室

で
人
事
部
調
査
課
長
に
対
し
要

請
を
行
い
ま
し
た
。

支
部
か
ら
は
、
関
根
支
部
長
、

太
田
組
織
部
長
、
平
井
賃
金
調

査
部
長
、
床
枝
水
試
分
会
分
会

長
、
野
口
財
団
分
会
書
記
長
の

５
名
が
参
加
し
ま
し
た
。
ま
た
、

当
局
か
ら
は
、
初
宿
（
し
あ
け
）

調
査
課
長
を
は
じ
め
定
数
、
制

度
企
画
、
労
務
の
担
当
者
が
出

席
し
ま
し
た
。

要
請
で
は
、
平
井
賃
金
調
査

部
長
か
ら
「
今
年
も
多
く
の
要

求
が
職
場
か
ら
上
げ
ら
れ
37
項

目
を
提
出
し
た
。
ど
れ
も
職
場

の
切
実
な
要
求
で
あ
る
が
、
今

日
は
項
目
を
絞
っ
て
各
職
場
の

代
表
か
ら
職
場
実
態
を
含
め
要

請
を
行
う
の
で
真
摯
に
受
け
止

め
て
ほ
し
い
」
と
い
う
発
言
の

あ
と
、
最
初
に
平
井
賃
金
調
査

部
長
か
ら
今
日
参
加
で
き
な
い

多
く
の
分
会
の
要
求
と
し
て
、

①
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
の

適
正
な
定
数
管
理
と
②
登
録
運

転
業
務
制
度
と
自
動
車
運
転
職

種
の
配
置
問
題
の
２
項
目
に
つ

い
て
要
請
、
続
い
て
野
口
財
団

分
会
書
記
長
か
ら
③
試
験
研
究

機
関
に
お
け
る
農
園
芸
職
の
役

割
と
正
規
職
員
で
の
補
充
、
及

び
④
島
し
ょ
の
試
験
研
究
業
務

に
お
け
る
専
務
的
非
常
勤
の
農

園
芸
職
員
の
正
規
職
員
化
の
２

項
目
に
つ
い
て
、
床
枝
水
試
分

会
長
か
ら
は
、
⑤
調
査
指
導
船

「
み
や
こ
」
の
長
期
航
海
化
と

魚
種
市
場
調
査
、
磯
根
資
源
泉

水
調
査
に
係
る
増
員
要
求
、
⑥

農
林
水
産
振
興
財
団
さ
か
な
セ

ン
タ
ー
に
お
け
る
安
全
な
勤
務

体
制
に
む
け
た
増
員
要
求
、
⑦

船
舶
職
員
の
再
任
用
の
柔
軟
な

適
用
、
⑧
海
技
職
給
料
表
の
新

設
の
４
項
目
に
つ
い
て
要
請
、

太
田
組
織
部
長
か
ら
は
、
⑨
現

業
職
の
退
職
不
補
充
方
針
の
撤

回
と
必
要
人
員
の
補
充
に
つ
い

て
そ
れ
ぞ
れ
具
体
的
な
職
場
実

態
を
含
め
強
く
要
請
行
し
ま
し

た
。
最
後
に
関
根
支
部
長
か
ら

当
局
資
料
に
基
づ
き
「
22
年
度

の
30
日
以
上
の
病
気
休
暇
者
が

８
３
９
人
、
３
・
57
％
と
示
さ

れ
た
が
、
こ
れ
は
28
人
に
１
人
、

各
課
に
１
人
い
る
計
算
に
な
る
。

ま
た
、
精
神
疾
患
が
30
日
以
上

の
病
気
休
暇
者
の
理
由
の
１
位

に
な
っ
た
の
が
10
年
度
で
比
率

は
20
％
だ
っ
た
が
、
22
年
度
に

は
61
・
８
％
に
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
全
国
の
自
治
体
で
は
平

均
で
48
％
と
な
っ
て
い
る
。
全

国
と
比
較
し
10
数
％
も
上
回
り
、

東
京
都
の
実
態
が
い
か
に
ひ
ど

い
か
を
示
し
て
い
る
。
メ
ン
タ

ル
ヘ
ル
ス
と
長
時
間
労
働
の
相

関
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
調
査

課
の
役
割
は
た
だ
定
数
を
削
減

す
る
こ
と
な
の
か
」
と
調
査
課

を
批
判
す
る
と
と
も
に
、
「
健

康
で
働
け
て
こ
そ
都
民
に
責
任

を
持
て
る
仕
事
が
で
き
る
の
で

は
な
い
か
。
実
態
を
正
確
に
把

握
し
、
安
心
し
て
健
康
で
働
け

る
職
場
と
な
る
よ
う
必
要
な
と

こ
ろ
に
必
要
な
人
員
を
配
置
す

る
」
よ
う
強
く
求
め
ま
し
た
。

調
査
課
長
か
ら
は
、
「
37
項

目
18
人
の
増
員
要
求
な
ど
職
場

実
態
を
含
め
た
要
請
を
う
け
た
。

所
管
以
外
の
事
項
に
つ
い
て
は

関
係
部
署
に
伝
え
る
。
７
月
26

日
に
組
織
・
定
数
方
針
が
出
さ

れ
た
が
、
ス
リ
ム
で
効
率
的
な

組
織
、
柔
軟
な
都
政
運
営
等
が

指
摘
さ
れ
た
。
方
針
を
踏
ま
え

て
今
後
検
討
し
て
い
く
」
と
の

考
え
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

皆様からのご意見や情報

をお待ちしております。

keizaisibu@aurora.ocn.ne.jp

13
年
度
予
算･

人
員
要
求
闘
争
人
事
部
調
査
課
長
要
請

2013年度予算･人員要求人事部調査課長要請項目

①再任用短時間勤務職員の適正な定数管理
再任用職員は定数上0.8である。定数１への配置は実質的定数削減である。円滑

な業務を保障するため、職場トータルとして設定定数を下回ることのないよう職員
配置を行うべきである。

②自動車運転職種の配置（農林水産振興財団青梅畜産センター・畜産技術科）
豚やヒナ、卵の出荷は現場職員が行っているが、港やと場への往復は１日仕事で

あり、通常の飼養管理に支障が生じている。
また、と場に行くと豚飼養エリアには24時間入れないため、豚飼養班の負担は多

大である。

③・⑨試験研究機関における農園芸職の役割と正規職員での補充
現業職員は、研究職員や一般職員と一体となって業務を遂行している。特に、試

験研究職場では、施設管理、ほ場・家畜管理等試験研究に欠かせない重要な責務を
担っている。このままでは、業務に支障を来すばかりでなく、職場で必要不可欠な
技術や技能の継承も困難となってしまう。

④島しょの試験研究業務における専務的非常勤の農園芸職員の正規職員での補充
（島しょ農林水産総合センター三宅事業所、八丈事業所）

三宅事業所では、４であった農園芸職員定数が１名に削減され、専務的非常勤に
置き換えられた。これにより、正規農園芸職員に過重な負担がかかり、安全衛生上
も問題である。農園芸職員定数を元に戻すこと。

八丈事業所では１名が非常勤職員とされ、現在、再任用職員と非常勤職員の２名
体制となっているが、島の基幹産業である農業の研究体制を維持していくためには、
技術の継承が重要であり、農園芸の正規職員2名体制が必要である。

⑤調査指導船「みやこ」の長期航海化と魚種市場調査、磯根資源泉水調査に係る増
員要求
（島しょ農林水産総合センター大島事業所）

調査指導船「みやこ」の長期航海の中で、資源調査など陸上での調査研究業務に
支障が出ている。また、潜水業務は2人1組で対応することとなっており、潜水によ
る磯根の資源調査業務体制が1組しか組めないため、必要な調査を実施するために
は、増員が必要である。

⑥農林水産振興財団さかなセンターにおける安全な勤務体制にむけた増員要求
現在、土・日・祝日の勤務は１試験池あたり１名で対応しているが、出勤中の事

故や体調不良時に対応出来ない状況にある。職員の安全を確保するためには１試験
池２名体制で勤務できる状況が必要である。

⑦船舶職員の再任用の柔軟な適用
現在、退職する船舶職員が再任用を希望すると、引き続き船舶での勤務が指定さ

れる。健康な職員は引き続き船舶勤務が可能だが、長年の海上生活により腰痛を中
心に疾病を抱え、海上勤務の継続が厳しい職員が多い。退職後陸上勤務につけるよ
う柔軟な対応が必要である。

⑧海技職給料表の新設
海技職は、国家資格を要し、船舶運航に責任を持つ業務である。国や他県の水産

関連機関が所有する船舶の職員は海技職給料表が適用されており、同じ東京都でも
都立大島海洋国際高校の実習船「大島丸」の有免許職員は行（一）の給料表が適用
されている。同じ免許をもち同様の仕事をしているにもかかわらず、島しょ農林水
産総合センターの海技職員は現業職のままである。海技職給料表を新設し、適用す
べきである。



９
月
８
日
（
土
）
、
東
京
自
治
労
連

第
11
回
労
働
安
全
衛
生
活
動
交
流
集
会

が
豊
島
区
民
セ
ン
タ
ー
で
開
催
さ
れ
、

全
体
で
約
１
２
０
名
、
支
部
か
ら
７
名

が
参
加
し
ま
し
た
。

基
調
報
告
で
は
、
雇
用
や
労
働
環
境

の
破
壊
が
進
み
、
自
殺
者
や
メ
ン
タ
ル

不
調
者
が
増
加
し
て
い
る
状
況
に
つ
い

て
、
さ
ま
ざ
ま
な
調
査
結
果
等
の
デ
ー

タ
を
紹
介
し
な
が
ら
浮
き
彫
り
に
し
ま

し
た
。
必
要
な
対
策
を
当
局
に
要
求
し
、

実
現
さ
せ
て
い
く
た
め
の
労
働
安
全
衛

生
活
動
の
活
性
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る

こ
と
が
訴
え
ら
れ
ま
し
た
。
「
『
い
の

ち
と
健
康
を
守
り
、
人
間
ら
し
く
働
く
』

こ
と
を
保
障
す
る
労
働
安
全
衛
生
活
動
」

の
推
進
に
向
け
、
職
場
と
労
働
組
合
が

一
体
と
な
っ
て
取
り
組
み
を
進
め
て
い

く
こ
と
が
提
起
さ
れ
ま
し
た
。

次
に
、
い
の
ち
と
健
康
を
守
る
全
国

セ
ン
タ
ー
理
事
・
産
業
医
の
阿
部
眞
雄

医
師
か
ら
「
労
働
安
全
衛
生
活
動
（
労

安
）
の
進
め
方
、
労
安
活
動
の
ス
ス
メ
」

と
題
し
た
記
念
講
演
（
写
真
）
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

労
安
活
動
の
目
的
・
目
標
と
し
て
、

「
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
」
が
大
切

で
あ
る
こ
と
を
強
調
さ
れ
ま
し
た
。
労

働
安
全
衛
生
法
を
学
び
、
職
場
の
状
態

を
調
査
（
Ｃ
）
、
問
題
点
と
改
善
方
法

を
審
議
（
Ａ
）
、
実
施
計
画
を
提
案

（
Ｐ
）
、
実
施
評
価
を
行
う
（
Ｄ
）
、

と
い
う
、
「
Ｃ
Ａ
Ｐ
Ｄ
サ
イ
ク
ル
（
安

全
衛
生
で
は
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
で
は

根
本
的
な
課
題
は
解
決
し
な
い
）
」
の

取
り
組
み
が
活
き
る
こ
と
に
触
れ
ら
れ

ま
し
た
。
ま
た
、
安
全
衛
生
委
員
会
の

課
題
や
役
割
を
挙
げ
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・

ラ
イ
フ
（
人
間
ら
し
い
生
活
）
が
で
き

る
働
き
方
が
必
要
で
あ
る
と
熱
く
語
ら

れ
ま
し
た
。

そ
の
後
、
今
年
度
実
施
し
た
５
年
ご

と
に
取
り
組
ま
れ
て
い
る
健
康
ア
ン
ケ
ー

ト
の
中
間
報
告
と
、
「
保
育
職
場
の
労

働
安
全
衛
生
活
動
」
（
東
京
自
治
労
連

保
育
部
会
）
「
世
田
谷
区
職
労
の
労
働

安
全
衛
生
活
動
」
の
２
名
か
ら
特
別
報

告
が
あ
り
、
昼
食
休
憩
に
入
り
ま
し
た
。

午
後
か
ら
は
、
「
快
適
職
場
づ
く
り

と
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
全
へ
の
対
応
」

「
保
育
職
場
の
労
働
安
全
衛
生
活
動
」

「
労
働
安
全
衛
生
活
動
交
流
」
「
非
正

規
・
公
務
公
共
関
係
労
働
者
の
労
働
安

全
衛
生
活
動
の
到
達
点
と
課
題
」
「
現

業
労
働
者
の
労
働
安
全
衛
生
活
動
」
の

５
つ
の
分
科
会
と
「
労
働
安
全
衛
生
活

動
の
基
礎
講
座
～
こ
の
間
の
通
達
等
を

ふ
ま
え
て
」
が
開
催
さ
れ
、
各
々
交
流

を
深
め
ま
し
た
。

都
労
連
は
、
９
月
６
日
15
時
よ
り
、

人
事
委
員
会
要
請
を
行
い
、
勧
告
の
作

業
状
況
と
要
請
内
容
の
検
討
状
況
を
質

し
ま
し
た
。

人
事
委
員
会
は
、
民
間
給
与
実
態
調

査
結
果
か
ら
、
「
民
間
事
業
所
の
賃
金

を
め
ぐ
る
状
況
は
依
然
厳
し
い
」
と
の

認
識
を
示
し
ま
し
た
。
住
居
手
当
に
つ

い
て
は
、
都
職
員
の
手
当
受
給
者
は
年

齢･

職
層
が
高
い
傾
向
が
あ
る
と
し
て
、

「
ど
う
い
っ
た
職
員
に
対
し
て
手
当
を

措
置
す
る
こ
と
が
妥
当
か
」
を
含
め

「
制
度
の
原
点
に
立
ち
返
っ
て
検
討
を

行
っ
て
い
く
」
と
し
ま
し
た
。
勤
務
環

境
の
整
備
は
重
要
な
課
題
で
あ
り
、
言

及
方
法
等
も
含
め
検
討
を
進
め
る
と
し

ま
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
時
点
に
至
っ

て
も
、
公
民
較
差
、
特
別
給
、
勧
告
日
、

要
請
事
項
に
つ
い
て
の
具
体
的
な
言
及

は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

都
労
連
は
、
民
間
賃
金
の
分
析
は
妥

当
性
と
納
得
性
に
欠
け
る
も
の
で
あ
り
、

現
行
比
較
方
法
の
問
題
だ
と
指
摘
し
ま

し
た
。
し
か
も
、
不
当
な
比
較
方
法
で

あ
っ
て
も
、
人
事
院
が
明
ら
か
に
し
た

地
域
別
の
官
民
較
差
で
は
東
京
は
プ
ラ

ス
１
・
23
％
で
あ
り
、
人
事
委
員
会
は

こ
れ
と
の
整
合
性
を
も
っ
た
公
民
較
差

を
勧
告
す
る
責
務
が
あ
る
と
し
ま
し
た
。

住
居
手
当
受
給
者
の
年
齢
や
職
層
が
高

い
傾
向
に
つ
い
て
は
、
世
帯
主
と
し
て

家
計
の
主
た
る
担
い
手
と
し
て
当
然
の

結
果
で
あ
り
、
調
査
結
果
の
全
体
像
を

明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

ま
た
、
住
居
手
当
の
見
直
し
は
、
給
与

原
資
の
配
分
問
題
に
直
結
し
給
料
表
自

体
に
影
響
す
る
重
大
な
問
題
で
あ
り
一

方
的
な
勧
告
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
ま

し
た
。
そ
の
上
で
、
都
労
連
の
要
請
事

項
に
つ
い
て
具
体
的
な
検
討
が
示
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
に
強
く
抗
議
し
、
要
請

を
真
摯
に
受
け
止
め
て
踏
み
込
ん
だ
検

討
を
行
い
、
次
回
以
降
そ
の
内
容
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
を
強
く
求
め
ま
し
た
。

都
労
連
は
、
10
日
か
ら
ス
テ
ッ
カ
ー

闘
争
に
突
入
、
19
日
に
は
単
組
代
表
も

含
め
た
人
事
委
員
会
要
請
を
行
い
、
現

在
職
場
で
取
り
組
ん
で
い
る
要
請
署
名

を
提
出
し
ま
す
。
人
事
委
員
会
に
対
し

て
の
職
場
か
ら
の
闘
い
を
強
め
て
い
き

ま
し
ょ
う
。

経済支部ニュース 第9号(2012) 2012年9月19日(水) (2)

第10回都庁わいわい生協まつり

１０月４日（木）1７時４５分から(予定)
第一本庁舎32階南側食堂「西洋フード」にて

①チラシ・参加券は各分会に配布します。

②事業所からの参加者には支部から交通費を支給します。
行動費は支給しません。

③参加費（500円）は分会負担でお願いします（後日請求）。

東
京
自
治
労
連
第
11
回

労
働
安
全
衛
生
活
動
交
流
集
会

第４０回経済支部
｢御岳｣自治研集会

日時：１０月１２日（金）～１３日（土）

場所：あきる野市自然休養村｢山渓(さんけい)｣

〒190-0173 東京都あきる野市戸倉250

TEL 042-595-1177

(JR武蔵五日市駅からバス１０分戸倉停留所下車)

※ 開催要項等は、次号に掲載します。

都
労
連

人
事
委
員
会
要
請
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